
1 
 

 

半自然資本が住民のQOLにもたらす 
影響の定量評価 

 
 
 

柴田 達矢
1
・森田 紘圭

2
・高野 剛志

3
・加藤 博和

4
・柴原 尚希

5
・林 良嗣

6 

 
1
学生会員 名古屋大学 大学院環境学研究科（〒464-8603 名古屋市千種区不老町） 

E-mail: tshibata@urban.env.nagoya-u.ac.jp 
2
正会員 大日本コンサルタント株式会社 中部支社技術部（〒451-0044 名古屋市西区菊井2-19-11） 

3
正会員 大日本コンサルタント株式会社 大阪支社技術部（〒541-0058 大阪市中央区南久宝寺町3-1-8） 

4
正会員 名古屋大学准教授 大学院環境学研究科（〒464-8603 名古屋市千種区不老町） 

5
正会員 一般社団法人産業環境管理協会（〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町2-2-1） 

6
フェロー 名古屋大学教授 大学院環境学研究科（〒464-8603 名古屋市千種区不老町） 

 
日本の中山間地域に広がる人工林および農地といった半自然資本は収益価値を失った一方で,様々な

生態系サービスを生み出す．これらは自地域のみならず，他地域に住む人々に対しても提供されるこ

とから，それらの適切な価値を評価し,それに基づいた保全政策が求められている．本研究では，半自

然資本による生態系サービスがもたらす人々の生活の質（QOL: Quality Of Life）向上への影響を定量的

に評価する手法を構築する．評価結果は維持・管理すべき森林および農地を選定する判断材料として

用いることができ，森林および農地の保全などの課題に対する貢献が期待できる． 
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1. はじめに 

 
日本の中山間地域では, 第2・3 次産業の発展と木材

価値の低下によって若者を中心とした人口流出が進み,
さらに高度経済成長以降,貿易の自由化によって安価

で大量の農作物・木材等が海外から流入してきたことに

よって経済利益の産出が困難となり，過疎化が加速し,
高齢化も進んでいる．そのため，中山間地域は自立的

な維持・発展が困難な状況にたたされており，いわゆる

限界集落も増加している．将来的には,集落の消滅とと

もに,人の手によって整備された森林および農地（本研

究ではこれらを「半自然資本」と呼ぶ）が放棄される場合

が増加すると予想される． 
中山間地域に多く存在する半自然資本は，第 1 次産

業という経済的な機能の他に，水源涵養や大気調整な

どといった様々な生態系サービスを，自地域の住民の

みならず，他地域の住民に対しても産出・提供してい

る． 
しかし，これらの生態系サービスは外部効果であるこ

とから，市場経済を通じた維持を期待することができな

い．今後,人口減少と経済減速によって,国の中山間地

域支援体制も継続が難しくなると予想され，半自然資本

の維持・管理が滞り，生態系サービスの質的・量的低下

が引き起こされると予想される．このような背景を踏まえ

ると，生態系サービスがもたらす効用を適切に評価した

上で，その保全のための支援を検討することが重要で

ある． 
本研究では,中山間地域に存在する半自然資本によ

って発揮される生態系サービスが人々の生活の質

（QOL：Quality Of Life）に対して及ぼす影響を定量評

価する手法を構築する． 
評価にあたっては，単一地区内で評価するのではな

く，他の地区からもたらされる効果を取り入れることで，

特に居住者に対してどのような効果が及ぶのかを定量

的に評価する．この手法に基づいた評価結果によって，

生態系サービスの受益者の立地状況を考慮した都市

地域と中山間地域の統合的な土地利用の検討を可能

とする． 
 
 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 
 森林および農地がもたらす生態系サービスは日本学

術会議

1)
により定義，分類されており，森林における生

態系サービスのうち定量評価が可能な項目についての

貨幣評価の試算結果は約 70 兆円となっている． 
しかし，この試算方法について合崎ら

2)
，川崎ら

3)
が

問題点を指摘している．具体的には，洪水緩和機能が

実際の水田における貯留構造に沿って評価されていな

いことや，水源涵養機能が休耕田や非灌漑期では発揮

されないことなど，実際の土地利用状況に沿った評価

がなされていないこと，農林業が農薬や用水を利用する

ことによって環境に与えるマイナスの影響を考慮してい

ないことなどが挙げられている． 
さらに，この試算結果は全国を対象とするものであり，

林ら

4)
が指摘する森林および農地の産出する生態系サ

ービスの供給先，つまり受益者が存在しない場合の考
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慮や，森林や農地といった土地利用以外との比較がな

されていないことなども課題として挙げられている．加え

て，谷口ら

5）

は，半自然資本によって形成される生態系

は人工物による代替はできないため，一部分のみ切り

取って評価することは自然の価値を不当に過小評価す

ることになると指摘している．一方，宮田ら

6）

は生態系サ

ービスの評価を持続可能な中山間地域の集落配置を

導出する手法に取り入れ,具体的地域を対象に評価し

ているが，評価手法そのものは日本学術会議と同じで

あることからその問題は解決されていない． 
中山間地域における人と資金の不足は，外部効果で

ある生態系サービスによる影響が正しく評価されていな

いことに因る，生態系サービスが効率良く発揮され，中

山間地域と都市域の間に補完的関係を構築するため

には，半自然資本を維持・管理することによる「出し手」

側の環境の整備と，もたらされる効用を享受できる地域

に人々が生活することによる「受け手」側の環境の整備

が必要である．  
 

 
3. 半自然資本のもたらす QOL 向上への影響

の定量評価方法の構築 

 

(1)評価方法の基本的な考え方 

a)対象とする生態系サービスと住民のQOLとの関係 

本研究では,半自然資本が発揮する機能のうち，直

接的に住民の QOL 向上に資する分を評価対象とする．

本研究で取り扱う生態系サービスと住民の QOL の関係

を図-1 に示す．生態系サービスの要素は日本学術会議

1）

を参考にし，住民の QOL の決定構造は加知ら

7）

を参

考とする．  
生態系サービスの評価は発生側から帰着側と算出す

るものであるが，本研究では居住者へ直接の影響を評

価対象とすることから，まず半自然資本がもたらす生態

系サービスによって向上する居住者の QOL を算出した

上で，その向上分を各地区に割り振ることで算出する． 
 

 

半自然資本がもたらす生態系サービスは，それ単体

で効果を発揮するものではなく，人々が生活している地

域との関係で決定されるものである．そのため，生態系

サービスが発生したところとは別の地区で効果を発揮す

るメカニズムをモデル化し組み込むことによって，地理

的要因による住民の QOL への影響を評価する． 
 

b)分析の空間スケール 

中山間地域においては森林および農地，宅地が細

分化されている場合が多い．それに見合ったスケールと

して表-1 に示す単位で評価する． 
 

表-1 評価単位 
土地利用

の種類 
おおよその 
スケール 

作成に用いたデータ 

市街地 
街区単位 
(30000 ㎡) 

植生図（環境省） 
道路ネットワークデータ

（ESRI 社 [ArcGIS]） 農地 
農道区画単位

(80000 ㎡) 

森林 
林班単位

(150000 ㎡) 
森林簿（三重県農林水産部） 

植生図（環境省） 
 

(2)住民のQOL指標の定式化 

a)QOL値の定式化 

QOL 値は，加知ら

7)
を参考に式(1)～(3)のとおり定式

化する．本研究では，表-2 に示す Accessibility（AC），

Amenity（AM），Safety & Security（SS）の 3 つの評価軸

からなる 11 項目を QOL を規定する生活環境質向上機

会（Life Prospects：LPs）と定義し,それらに対応するデー

タを用いることで数値化し，個人の主観的価値観を表

す重み w を乗じて総和をとることによって QOL を定量

化する． QOL の尺度として本研究では余命を用いる．

その重み w はそれぞれの LPs の 1 単位あたりの損失余

命となる． 

 

表-2 本研究における QOL の評価要素 

評価軸 
生活環境質向上機会 

（LPs） 
指標 

経済・文化機会 
（AC： 

Accessibility） 

AC1 就業利便性 就業場所への AC 

AC2 教育利便性 高校への AC 

AC3 医療利便性 病院への AC 

AC4 買物利便性 小売店への AC 

居住地の快適性 
（AM：Amenity） 

AM1 空間使用性 
1 人あたり 

居住延べ床面積 

AM2 景観調和性 
空き家率+ 

耕作放棄地率 

AM3 自然環境性 周辺の緑地率 

AM4 環境負荷性 夏季の最高気温 

災害に対する 
安全性 
（SS：

Safety&Security） 

SS1 地震危険性 
地震による 

期待損失余命 

SS2 洪水危険性 
洪水による 
期待浸水深 

SS3 
土砂災害 
危険性 

土砂災害による 
期待損失余命 

 

 

図-1 生態系サービスと居住者の QOL の関係 

（帰着側） （発生側） 
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ikki LPswQOL =  (1) 

[ ]SS
k

AM
k

AC
k

T
k www 　　=w  (2) 

[ ]iii
T

i SSAMAC 　　=LPs  
(3) 

ここで， kiQOL ：個人属性グループ k の地区 i におけ

る QOL，

T
kw ：LPs 各要素に対する個人属性グループ k

の価値観（重み）， iLPs ：地区 i の生活環境質向上機会，

iAC ：経済・文化機会， iAM ：居住の快適性， iSS ：災

害に対する安全性 
 
b)価値観の推計 

個人の主観的価値観 w は，宮田ら

6)
によって2012 年

に三重県松阪市の住民を対象に実施された「住みやす

く魅力的な生活環境」に関する意識調査結果を用いた

コンジョイント分析によって推計する． 
 

(3)人工林・農地の生態系サービスがQOL各項目に及

ぼす影響の定式化 

 
本研究では，QOL の構成要素である LPs の説明変

数として，半自然資本によって発揮される生態系サービ

スを組み込み，その効用を定量的に評価する． 
 

a)経済・文化機会 

経済・文化機会を，就業，教育，健康・医療，買物の

目的別のアクセシビリティによって構成されると定義し，

式(4)のとおり定式化する． 

{ }∑ −=
n

j
ijkkjik cATAC )exp( αααα  (4) 

ここで， ijc ：地区 i から地区 j への交通抵抗， kjAT ：

評価要素 k の魅力度， kαααα ：距離逓減パラメータ 

経済・文化機会を構成する 4 細目の魅力度を式(5)～
(8)のとおり定式化する． 

iiii EMEMEMAT 3211 ++=  (5) 

ii STAT =2  (6) 

iii tHOSnHOSAT ×=3  (7) 

ii aCOMAT =4  (8) 

ここで， iEM1 ， iEM 2 ， iEM 3 ：第 1，2，3 次産業の従

業者数， iST ：高校の在校者数， inHOS ：病院の診療

科目数， itHOS ：病院の診療時間， iaCOM ：小売店舗

売場面積 

iEM 2 ， iEM 3 は 1995 年度工業統計（経済産業省），

2007 年度商業統計（経済産業省）を， iST は学校教育

情報サイト Gaccom を， inHOS ， itHOS は病院なび，

Yahoo ヘルスヘアを用いた． iaCOM についても商業統

計を用いる． 

第 1 次産業の従事者数は式(9)～(11)のとおり定式化

する． 

iii EMforeEMagriEM +=1  (9) 

{ }[ ]
aveave

j
jjjij

i PayT

cbpa

EMagri
×

−××

=
∑

 (10) 

aveave

k
kikkik

k

ik

i PayT

cabG
T

V

EMfore
×













×−×








+

=
∑

 
(11) 

ここで， iEMagri ， iEMfore ：農業，林業の従事者数，

ija ， ika ：作物 j の作付面積，樹種 k の森林面積， jp ：

単位面積における生産量， jb ， kb ：単位生産量におけ

る産出額， jc ， kc ：単位面積あたりの経営費， aveT ：平

均実労働時間， avePay ：時間あたりの平均現金給与額，

ikV ：材積， kT ：標準伐期， ikG ：年間成長量 

農地における収益は高柳ら

8）

を参考に，米の生産に

加えて,農林水産省が野菜生産安定法によって指定さ

れた野菜品目である指定野菜の生産によって得られる

と仮定する． 
また，森林における収益は木材生産によって得られ

ると定義し，半自然資本は耕作放棄地，放棄森林以外

の全てが整備されており，統計調査のとおりに生産量の

産出が可能であると仮定した． 
 

b)居住の快適性 

AM2 は建物用地における空き家の割合および半自

然資本における耕作放棄地の割合を評価指標とし，式

(12)のとおり定式化する． 
また，各評価単位における空き家数などは秋山ら

9）

に

より整備されたマイクロジオデータを用いる． 

i

abandoni

i

cityi

i

ipop

i

cityi
i A

A

A

A

B

B

A

A
AM ×









−+×= 1

0
2

 
(12) 

ここで， cityiA ， abandoniA ：市街地，耕作放棄地の面積，

iA ：面積， ipopB 0 ：空き家数， iB ：総建物数 

 
AM3 は緑地率を評価指標とし，式(13)のとおり定式

化する．また，本研究における緑地率は,ある地区から

500m の範囲に存在する緑地面積の割合と定義する． 











×= 100ln3

i

greeni
i S

S
AM

 
(13) 

ここで， greeniS ：500m 圏内の緑地面積， iS ：500m 圏

内の総面積 
 

 AM4 は夏季（6 月～9 月）の最高気温を評価指標とし，

半自然資本によって発揮される大気調整機能の影響を

山田ら

10）

を参考に，式(14)のとおり定式化する． 
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i

greeni
ii S

S
TAM 2.304 −=

 
(14) 

ここで， iT0 ：半自然資本による影響が存在しない場

合の夏季の最高気温 
 

c)災害に対する安全性 

地震による被害を，揺れによる建物の全壊がもたらす

人的被害と定義し，内閣府が南海トラフ巨大地震に関

する防災情報として公開している，木造・非木造の建物

の全壊率，および建物倒壊がもたらす人的被害の想定

手法を参考に，式(15)，(16)のとおり定式化する． 
)()(0676.0 wwiwideadwi PrBdPP ×××=  (15) 

)(

)(0084.0 00

nni

ni
wi

iw

ni

in
deadni

PrB

dP
B

P

B

P
P

××

×







÷







×=

　　　　　

 (16) 

ここで， deadwiP ， deadniP ：木造建物，非木造建物の死

亡者数， )( widP ， )( nidP ：地震による木造建物，非木

造建物の全壊率， iwP 0 ， inP 0 ：木造建物，非木造建物

居住者数， wiB ， niB ：木造建物，非木造建物数，

)( wPr ， )( nPr ：地震発生時の木造建物内，非木造建

物内の滞留率 
SS1 は J-SHIS（防災科学技術研究所）の公開してい

る 30 年間超過確率 6％の計測震度を想定して算出する

住民の期待損失余命を評価指標とし，式(17)，(18)のと

おり定式化する． 
30

3011)( PeP −−=
 

(17) 

LE
P

PP
ePLLESS

i

deadnideadwi
eii ×

+
×== )(1

 
(18) 

ここで， 30P ， )(eP ：想定する地震の 30 年超過確率と

年超過確率， eiLLE ：想定された地震による期待損失余

命， LE ：平均期待余命 
SS2 は洪水発生時の期待浸水深を評価指標とし，半

自然資本によって発揮される洪水防止・緩和機能によ

る影響は，裸地と森林および農地の土地利用の違いか

ら生じる河川への水の流出量の低減分であると定義し，

式(19)のとおり定式化する． 

v
floodv

vgreenv
ifloodi fr

S

RS
HSS )(

3.0
02 ×

××
−=

 
(19) 

ここで， ifloodH 0 ：半自然資本による影響が存在しな

い場合の洪水時の期待浸水深， greenvS ， floodvS ：地区

i の属する流域圏 v 内の森林および農地，浸水想定区

域の面積， vR ：浸水想定区域作成時に設定した確率

降雨強度， vfr )( ：洪水の発生確率 

SS3 は土砂災害による期待損失余命を評価指標とし，

杉原ら

11）

を参考に，式(20)のとおり定式化する．  

LEPrdPsPrPLLESS ilii ××××== )()()()(3  (20) 

ここで， iLLE3 ：土砂災害による期待損失余命， )(rP ，

)(sP ， )(dP ：降雨確率，土砂災害発生確率，土砂災害

による死亡率， iPr )( ：土砂災害被害者割合 

4. ケーススタディ 

 
 

(1)対象地域における現状のQOL評価 

対象地域は図-2 に示す三重県の松阪市と多気町の

1 市 1 町から構成される櫛田川流域圏とする．図-3 に半

自然資本による影響が存在する場合，図-4 に存在しな

い場合，それぞれの QOL 値の分布を示す． 

 

 

 

 
図-2 対象地域（櫛田川流域圏） 

 
図-3 半自然資本が存在しない場合の QOL 値の分布 

 

 
図-4 半自然資本が存在する場合の QOL 値の分布 

旧三雲町 

旧飯高町 

旧勢和村 

旧飯南町 

旧多気町 

旧松阪市 

旧嬉野町 

 

 

0．00 - 0．05 

0．06 - 0．15 

0．16 - 0．25 

0．26 - 0．35 

0．36 - 0．45 

0．46 - 0．60 

0．61 - 0．90 

0．91 - 1．80 

1．81 - 

人口のない地域

1111 人あ人あ人あ人あたりたりたりたり QOL(QOL(QOL(QOL(日日日日////人人人人)))) 

櫛田川 

阪内川 

駅 

一般国道 

鉄道 

櫛田川 

阪内川 

駅 

一般国道 

鉄道 

without 

with 

1111 人あたり人あたり人あたり人あたり QOL(QOL(QOL(QOL(日日日日////人人人人)))) 

0．00 - 0．05 

0．06 - 0．15 

0．16 - 0．25 

0．26 - 0．35 

0．36 - 0．45 

0．46 - 0．60 

0．61 - 0．90 

0．91 - 1．80 

1．81 -

人口のない地域 

駅

一般国道

鉄道

櫛田川

阪内川



5 
 

経済・文化機会の QOL 値への影響が大きいことから，

旧松阪市を中心とする都市部で QOL 値が高い．しかし，

都市部においても緑地が少ない地区や浸水想定区域

に属する地区では，中山間地域の集落部に比べて

QOL 値が低い地域もみられる．半自然資本による影響

を考慮しない場合，地域全体で経済・文化機会が減少

することに加え，旧松阪市の沿岸部，西部の集落地域

においては他地域に比べ，居住の快適性や災害に対

する安全性が大きく減少するため，QOL 値の減少がみ

られる．図-5 に半自然資本による影響が存在している場

合とそうでない場合，各地域の QOL 値の内訳を示す．

旧飯高・飯南町では経済・文化機会が他地域に比べて

小さく，SS3 による影響が大きいため，QOL 値も低い．

旧嬉野，三雲町は経済・文化機会が高いが，SS2 が低

いため，洪水の危険が少ない旧多気町に比べて QOL
値が低い．半自然資本による影響を考慮しない場合，

飯高，飯南町では他地域に比べて大幅な QOL 値の減

少がみられる．また，SS2 の影響が大きな旧嬉野町では

QOL 値の低下が旧松阪市近傍の地域の中でも大き

い．  
 

(2)住民のQOLに対する半自然資本の貢献量 

a)半自然資本による経済・文化機会への影響 

半自然資本が AC1 にもたらす影響は，式(21)のとお

り定式化する． 

∑
∑∑

∑

−×

−×

×=′
i

i

n

j
ijj

n

j
ijj

psii

cP

cP

ACCA

)exp(

)exp(

1

αααα

αααα

 

(21) 

ここで， iCA 1′ ：半自然資本のもたらす就業利便性へ

の貢献量， psiAC ：農林業への就業利便性 

 

b)半自然資本による居住の快適性への影響 

半自然資本が AM2 にもたらす影響は,緑地から 500m
の範囲に存在する地域の QOL 値から算出した． 

AM3，4 についても同様に考え，式（22）のとおり定式

化する． 

greeni

S
ikSikS

greeniki S

AMAM

AMA
∑ −

×=′
)( 01

 

（22） 

ここで， kiMA ′ ：半自然資本のもたらす評価要素 k の

居住快適性への貢献量， greeniA ：緑地面積， ikSAM 1 ，

ikSAM 0 ：半自然資本による影響が存在する場合，しな

い場合の対象地区から 500m 圏内に存在する各地区の

評価要素 k の居住快適性 
 

c)半自然資本による災害の安全性への影響 

半自然資本が SS2 にもたらす影響は，式(23)のとおり

定式化する． 

v
floodv

vgreeni
i fr

S

RA
SS )(

3.0
2 ×

××
=′  

（23） 

ここで， iSS 2′ ：半自然資本のもたらす洪水危険性へ

の貢献量 
 

d)半自然資本によるQOL値への影響 

QOL 構成要素の割り振り結果を集計した半自然資本

がもたらす住民の QOL 値への影響の空間分布を図-6
に，各小地区における QOL 値の内訳を図-7 に示す． 

 

 

図-5  QOL 値の地域別内訳 

 

 
図-6 半自然資本の QOL 値への貢献量 

 

 
図-7 各要素の地域への割り振り結果 

 

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

w
ith
ou
t

w
ith

w
ith
ou
t

w
ith

w
ith
ou
t

w
ith

w
ith
ou
t

w
ith

w
ith
ou
t

w
ith

w
ith
ou
t

w
ith

w
ith
ou
t

w
ith

旧飯高町 旧飯南町 旧嬉野町 旧松阪市 旧三雲町 旧勢和村 旧多気町

11 11
人

あ
た
り

人
あ

た
り

人
あ

た
り

人
あ

た
り
Q
O
L

Q
O
L

Q
O
L

Q
O
L
（
日

（
日

（
日

（
日
// // 人

）
人

）
人

）
人

）

AC AM SS QOL

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

旧飯高町 旧飯南町 旧嬉野町 旧松阪市 旧三雲町 旧勢和村 旧多気町

貢
献

量
貢

献
量

貢
献

量
貢

献
量
(( (( 日日 日日
/k
m

/k
m

/k
m

/k
m
22 22
)) ))

就業AC 景観調和性 環境負荷性 洪水危険性

 

+43.2% 

+23.7% 

+35.0% 
+16.2% 

+21.2% 

+67.8% 

+177% 

 

0．01 - 4．62 

4．63 - 5．57 

5．58 - 6．14 

6．15 - 6．91 

6．92 - 8．18 

8．19 - 9．70 

9．71 - 11．71 

11．72 - 15．89 

15．90 -

0．00 

 

貢献量貢献量貢献量貢献量((((日日日日////kmkmkmkm

2222

)))) 櫛田川 

阪内川 



6 
 

これらの結果から，QOL 値への貢献量の空間分布は

その内訳の中でも全体的に占める割合の大きい居住の

快適性に関する貢献量の空間分布と似た傾向がみられ

る．さらに市街地周辺だけではなく，櫛田川，阪内川流

域圏における貢献量も高い．半自然資本は経済機会と

しての影響は少ないが，住民の居住区域から近傍に存

在することで，より効率良く居住快適性，災害安全性を

向上させることを定量的に評価し，明らかにできた． 
 

5. おわりに 

 
本研究では,中山間地域に多く存在する半自然資本が

住民の QOL にもたらす影響を定量評価する手法を構

築した．構築した手法を櫛田川流域圏において適用し

た結果，次のような知見を得られた． 
・QOL は都市域と中山間地域とで，構成要素の割合は

異なるものの,大きな差異は見受けられなかった． 
・QOL 指標の中でも特に経済・文化機会の比率が全地

域において高い．特に,西部の森林や集落付近の農地

が大きく貢献している． 
・森林および農地では経済機会をあまり得られない一方，

居住の快適性や災害に対する安全性に関する住民へ

の貢献は大きい．そのため，今後衰退が進展することで

予想される不可逆的な不利益は非常に大きいと考えら

れる． 
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QUANTITATIVE EVALUATION OF THE EFFECTS OF THE SEMI-NATURAL 

CAPITAL BRINGS TO THE QOL OF RESIDENTS 
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Naoki SHIBAHARA，Hirokazu KATO and Yoshitsugu HAYASHI 

 
Hilly and mountainous areas in Japan have steadily declined since high economic growth period, and its 
tendency will continue in the future. However, semi-natural capital agricultural land and planted forest in 

hilly and mountainous areas produce a variety of ecological services. From the fact that they are not 
provided only to local districts, they are also provided to inhabitants in other areas. The conservation 
policies based on an appropriate valuation of them are required. This study aims to build a method to 

quantitatively evaluate the impact on quality of life (QOL: Quality Of Life) of people brought about by 
ecological services. It can be used as an indicator for selecting the agricultural land and forest to be 

maintained and managed. The evaluation results can contribute to the problem, such as the preservation of 
agricultural and forest. 


